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Ⅰ 地域強靱化の基本的考え方 

 

 １ 国土強靱化の理念 

 

   平成 23 年 3 月 11 日、東日本沿岸地域を襲ったマグニチュード 9.0 の『東北地方太平洋地震』

とそれに伴って発生した津波やその後の余震等によって引き起こされた『東日本大震災』は、

沿岸部を中心に未曾有の被害をもたらしました。 

    この震災により、市内でも 14 名もの尊い命が奪われたほか、未だに 2名の方が行方不明とな

っています。 

   

   また、大型台風、洪水、がけ崩れなどに加え、海岸線が長く続き平坦な地形である本市は、そ

の地形や気象の特性ゆえに、津波、高潮、海岸浸食等、これまで数多くの様々な災害を経験して

きました。 

 

   東日本大震災の甚大な被害を経験し、早期の復旧と創造的な復興を進める本市にとって、この

震災の教訓を後世に伝えるためには、「事後対策」の繰り返しを避け、大規模自然災害等の様々

な危機を直視して、平時から大規模自然災害等に対する備えを行う地域づくりを推進することが

重要です。 

 

   そして、この地域づくりを通じて、危機に翻弄されることなく危機に打ち勝ち、その帰結とし

て、時々の次世代を担う若者たちが将来に明るい夢と希望を持ち、更なる市民生活の発展を遂げ

るための環境を獲得する必要があります。 

    

   このため、本市における国土強靱化は、いかなる自然災害等が発生しても、 

①人命の保護が最大限図られること 

②市及び地域の重要な機能が致命的な障害を受けず維持されること 

③市民の財産及び公共施設に係る被害の最小化 

④迅速な復旧復興 

を基本目標として、「強さ」と「しなやかさ」を持った安全・安心な国土・地域・経済社  

  会の構築に向けた「国土強靱化」（ナショナル・レジリエンス）を推進するものです。 
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２ 基本的な方針等 

 

   自然災害の多いこの国では過去幾多の災害を経験し、その都度得た教訓を生かしなが 

ら先人たちの知恵と工夫による様々な災害対策が図られてきました。 

東日本大震災では、千年に一度とも言われる未曾有の津波被害を経験し、多くの尊い 

命を失ったことから、今後は、二度と同じような被害を出してはいけないという強い決意を

持って対策に取り組まなければなりません。 

      このように、過去の災害から得られた経験を最大限活用しつつ、以下の方針に基づき本市

の国土強靱化を推進します。 

 

○国土強靱化の取組姿勢 

  ・強靱性を損なう本質的原因をあらゆる側面から検証しつつ取り組みに当たります。 

   ・短期的な視点によらず、長期的な視野を持って取り組みます。 

   ・地域の多様性の再構築、地域間の連携強化、災害に強い地域づくりを進めることにより、

地域の活力を高め、「自律・分散・協調」型国土の形成につなげていく視点を持つことが重

要です。 

 

  ○適切な施策の組み合わせ 

  ・度重なる自然の猛威から、市民の命を守り被害を最小限に抑えるためには、本市の特性に

合ったハードの整備とそれだけに頼らないソフトの対策を組み合わせた「減災」という考

え方が今まで以上に必要となります。 

  ・非常時に防災・減災等の効果を発揮することはもちろん、平時においても有効に活用され

る対策となるよう工夫することが重要です。 

 

  ○効率的な施策の推進 

  ・人口減少等に起因する市民の需要の変化、社会資本の老朽化等を踏まえた施設の統廃合を

進めるとともに、財政資金の効率的な使用による施策の持続的な実施に配慮して施策の重

点化を図ります。 

  ・既存の社会資本の有効活用や、効率的かつ効果的な施設管理等により、費用を削減しつつ

効率的に施策を推進します。 

  ・地域の特性に応じて、自然との共生、環境との調和及び景観の維持に配慮することが重要

です。 
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３ 旭市が担う国土強靱化の役割 

 

  ○東日本大震災の被災経験による様々な教訓を生かした地域の強靱性の発揮 

     東日本大震災を経験した旭市は、様々な教訓を基に「旭市復興計画」に基づくソフト 

とハードを組み合わせた災害に強い地域づくりを推進してきました。 

     今後いつ起こるかわからないいかなる大規模災害においても、事前防災の徹底と行政 

と民間の連携による強靱な地域づくりを継続します。  

 

 ○旭中央病院が担う、千葉県北東部の災害拠点病院としての機能 

     診療圏人口 100 万人を誇る旭中央病院は、災害時における本市の拠点病院であること 

はもちろん、広域災害時における千葉県北東部及び茨城県南東部の重症患者に対し高度 

医療を提供していきます。 また、平時においても地域医療の中核を担い続けることが 

出来る体制作りが重要です。  

 

  ○首都圏の食料供給機能の維持 

     農業算出額が千葉県内第 1位で全国でも有数の農産物の産地である本市は、平時はも 

ちろん、有事でも首都圏に向けた食料供給機能を維持しなければなりません。強靱な生産体

制の確立はもとより、いかなる災害においても途切れることのない食料供給体制の強靭化に

努めます。 

 

 ４ 計画の位置づけ 

 

     地域強靱化計画は国土強靱化の観点から、本市における様々な分野の計画等の指針となる

ものであり、基本計画と同様に、いわゆる「アンブレラ計画」としての性格を有するもので

す。 

     

     総合計画をはじめとする本市の各種計画は、この地域計画が手引きとなり、国土強靱化の

観点から必要な見直しを行い、これらを通じて必要な施策を具体化するものとします。 
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Ⅱ 地域強靱化の推進目標 

     

    本市における強靱化を推進する上での目標を次のように定めます。 

 

 １ 基本目標 

いかなる災害等が発生しようとも、 

(1)  人命の保護が最大限図られること 

(2)  市及び地域の重要な機能が致命的な障害を受けず維持されること 

(3)  市民の財産及び公共施設に係る被害の最小化 

(4)  迅速な復旧復興 

 

２ 事前に備えるべき目標 

ア  大規模自然災害が発生したときでも人命の保護が最大限図られる 

イ  大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動等が迅速に行われる 

（それがなされない場合の必要な対応を含む） 

ウ  大規模自然災害発生直後から必要不可欠な行政機能は確保する 

エ  大規模自然災害発生直後から必要不可欠な情報通信機能は確保する 

オ  大規模自然災害発生後であっても、経済活動（サプライチェーンを含む） 

を機能不全に陥らせない 

カ  大規模自然災害発生後であっても、生活・経済活動に必要最低限の電気、 

ガス、上下水道、燃料、交通ネットワーク等を確保するとともに、これらの 

早期復旧を図る 

キ  制御不能な二次災害を発生させない 

ク  大規模自然災害発生後であっても、地域社会・経済が迅速に再建・回復で 

きる条件を整備する 
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Ⅲ 脆弱性の評価の実施 

 

 平成 26 年 6 月 3 日に内閣官房国土強靱化推進室で策定された「国土強靱化地域計画策定ガイドラ

イン」に基づき、次の枠組み及び手順により脆弱性評価を行いました。 

 

  １ 想定するリスク 

     予想される大規模自然災害全般に対する評価を行うものとし、具体的には以下の自然災害

を想定するものとします。 

 

     ※本市における脅威と感じている自然災害 

       首都直下型地震、南海トラフ地震、千葉県東方沖地震、津波、液状化、崖崩れ、竜巻、

台風等による風水害（暴風、高潮、豪雨等） 

 

  ２ 施策分野 

     脆弱性評価は、国土強靱化に関する施策の分野ごとに行うこととし、以下に掲げる個 

    別施策分野６つ、横断的分野３つの施策分野とします。 

 

(1)個別施策分野 

 (ｱ) 道路・交通・防災・土地利用 

 (ｲ) 環境・上下水道・公園・住宅 

 (ｳ) 健康・医療・福祉 

(ｴ) 教育・スポーツ・文化 

 (ｵ) 産業・雇用 

 (ｶ) 協働・交流・行政機能 

 

(2)横断的施策分野 

 (ｷ) 老朽化対策 

(ｸ) 少子高齢化対策 

(ｹ) 地域振興 

 

  ３ 起きてはならない最悪の事態 

    リスクシナリオは本市の地域特性を踏まえ、以下に掲げる２８のリスクとします。 

①  地震による建物倒壊や火災発生による多数の死傷者の発生 

②  広域にわたる大規模津波の発生及び河川等開口部からの津波流入による多数の死者 

の発生 

③  異常気象等による広域かつ長期的な市街地等の浸水  
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④  大規模な土砂災害等による多数の死傷者の発生  

⑤  情報伝達の不備等による避難行動の遅れ等で多数の死傷者の発生  

⑥  避難路における通行不能  

⑦  被災地域での食料・飲料水等、生命に関わる物資供給の長期停止  

⑧  想定を超える大量かつ長期の避難者への水･食料等の供給不足  

⑨  旭中央病院の医療機能の麻痺 

⑩  被災地域における疫病・感染症等の大規模発生 

⑪  信号機の全面停止等による重大交通事故の多発  

⑫  市役所本庁舎の倒壊等による災害対策機能の停止、行政機能の大幅な低下  

⑬  電力供給停止等による情報通信の麻痺・長期停止  

⑭  防災無線等情報伝達の中断等により災害情報が伝達できない事態  

⑮   サプライチェーンの寸断等による企業等の生産力低下による地域間競争力の低下 

⑯   主要幹線道路や鉄道が分断する等、基幹的交通ネットワークの機能停止  

⑰   食料等の安定供給の停滞  

⑱   上水道等の長期間にわたる供給停止  

⑲   汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止  

⑳   地域交通ネットワークが分断する事態  

○21    市街地での大規模火災の発生 

○22    沿線･沿道の建物倒壊による直接的な被害及び交通麻痺  

○23    防災施設等の損壊・機能不全による二次災害の発生  

○24    風評被害等による市内経済等への甚大な影響  

○25    大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復旧・復興が大幅に遅れる事態  

○26    道路啓開等の復旧・復興を担う人材等（専門家、コーディネーター、労働者、地域に

精通した技術者等）の不足により復旧･復興が大幅に遅れる事態 

○27    地域コミュニティの崩壊、治安の悪化等により復旧・復興が大幅に遅れる事態  

○28    広域地盤沈下、液状化等による広域･長期にわたる浸水被害の発生により復旧･復 

興が大幅に遅れる事態  
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Ⅳ 脆弱性評価結果 

 

     平成26年10月時点で行ったプログラムごとの脆弱性評価の結果及び評価に当たって参照

した重要業績指標（ＫＰＩ）は、別紙１、２のとおりです。 

 

 

Ⅴ プログラム・施策分野の推進方針 

    

    平成 26 年 10 月時点で行ったプログラムごとの脆弱性評価の結果に基づくプログラム・ 

施策分野ごとの推進方針は、別紙３のとおりです。 

 

Ⅵ プログラム推進のための対応方策 

 

  １ プログラム推進上の留意点 

     「プログラム」は、各課横断的な施策群であり、いずれもひとつの課の枠組みの中で実現で

きるものではありません。このため、関係する課において推進体制を構築し、データを共有す

るなど施策の連携を図るものとします。 

     

    また、ＰＤＣＡサイクルの実践を通じて限られた資源を効率的・効果的に活用し、ハード対

策とソフト対策を適切に組み合わせながらプログラムを推進するなど、本計画の目標の実現に

向けてプログラムの実効性・効率性を確保するものとします。 

 

  ２ 国、県、周辺自治体及び民間事業者等との連携 

    国土強靱化を実効あるものとするため、市のみならず国、県、周辺自治体及び民間事業者等

を含め、関係者が総力をあげて取り組むことが不可欠です。 

     

 

Ⅶ 計画の進捗管理方法 

      

        脆弱性評価で実施した各種指標及び目標について、毎年度進捗管理を行うことで、施 

策の進捗状況や社会情勢の変化等を踏まえ、必要に応じて見直しを行い新しい施策等を追加し

ながら常にプログラムを最適化したうえで、毎年様々な施策を展開していくこととします。 

        

        また必要に応じ、リスクシナリオ、施策分野の変更や脆弱性評価の手法を見直すことで、よ

り精度の高い計画としていきます。 


